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序     文 
 

日本国政府は、モンゴル国政府の要請に基づき、技術協力「農牧業分野人材育成プロジェクト」

を実施することを決定しました。独立行政法人国際協力機構は、詳細計画策定調査を実施し、事

前情報収集・分析を経て、2013 年 9 月 16 日から 10 月 2 日まで現地調査を実施し、現地踏査のほ

かモンゴル国政府及びプロジェクト実施機関との協議を行い、プロジェクトの基本計画について

合意しました。本報告書は、一連の詳細計画策定調査の結果を取りまとめたものです。 

この報告書が、本プロジェクトの推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役

立つことを願います。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係者各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
平成 25 年 11 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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事業事前評価表 
 

１．案件名 

国 名：モンゴル国 
案件名：（和名）獣医・畜産分野人材育成能力強化プロジェクト 

（英名）Project for Strengthening the Capacity for Human Resource Development in the Field of 
Veterinary and Animal Husbandry 

２．事業の背景と必要性 

（1）当該国における畜産セクターの現状と課題 
モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）は、人口約 286 万人（うち経済活動人口約 112

万人）、1 人当たり GNI 3,673 米ドル（2012、世銀）、主要産業は鉱工業（GDP 比 21.7％）、農

牧業（同 13％）であるが、産業別労働人口比はそれぞれ 12.3％、33％1であり農牧業の労働

人口に占める割合が高く、国土面積 156 万 km2（日本の約 4 倍）のうち永年採草・遊牧地が

約 7 割を占め、農牧業が重要な位置づけにある。なかでも牧畜民は約 35 万人2で経済活動人

口の約 3 割を超える。 
しかしながら、このような重要な産業を支える獣医師の質が低いことが大きな課題となっ

ている。モンゴル政府は、国内 329 郡（ソム）すべてに獣医師と家畜繁殖等技術者を 3 名ず

つ配置し対策を講じてきたが、実際に現場に配置される獣医師や畜産技術者の技術レベルが

低いことから家畜繁殖や家畜疾病対策のニーズには十分に対応できていない。この原因の 1
つが、モンゴル国内で獣医・畜産分野の人材育成の中心的役割を担うモンゴル国立農業大学

（Mongolian State University of Agriculture：MSUA）獣医学部（School of Veterinary Medicine and 
Biotechnology：SVMB）の能力不足である。同学部は、国際基準に満たない不十分な教育カ

リキュラム、教育・研究施設の不足、教員の指導能力不足といった課題を抱えている。また、

既に現場で活動している獣医・畜産技術者（以下、「社会人」）の能力強化も解決すべき課題

となっている。 
 
（2）当該国における畜産セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

モンゴル政府は、2009 年に農牧民に対する国家政策を打ち出し、牧畜農家向けの雇用創出、

畜産技術普及、牧畜経営組織化の推進等に取り組んできた。さらに、家畜の健康保護、質の

向上、リスクの予防により牧畜業振興を図り、競争力を高めるため、2010 年に「モンゴル家

畜プログラム」を策定、2020 年までの 10 年間国家予算の一定額を同プログラムに配分する

ことを決定し、牧畜業関連の法整備、人材育成、家畜感染症対策等に取り組んでいる。本プ

ロジェクトは、これら国家政策とプログラムのうち獣医・畜産分野の人材育成に貢献する取

り組みとして位置づけられる。 
 
  

                                                        
1 Mongolian Statistical Yearbook 2011〔ただし、「最近のモンゴル経済」（在モンゴル日本国大使館 2012 年 9 月） 

http://www.mn.emb-japan.go.jp/jp/seikei/EconomyMon201209.pdf から引用〕 
2 Mongolia Statistical Yearbook 2009 
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（3）畜産セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 
わが国の「対モンゴル国別援助方針」（2012 年 4 月）では、重点開発課題の 1 つに「産業

構造の多角化を見据えた中小・零細企業を中心とする雇用創出」を挙げている。雇用の約 3
割を抱える農牧業部門では、「持続可能な農牧業経営の普及等を通じ、農牧民の収入機会の

確保及び生計向上を支援する。近年モンゴルの社会・経済へのマイナス影響が大きい越境性

家畜疾病に関する対策強化に資する支援も継続する」という援助方針を定めている。本プロ

ジェクトは、この援助方針に沿い、農牧業経営支援プログラムの 1 つとして位置づけられる。 
わが国はこれまで、技術協力「家畜感染症診断技術改善計画」（1997～2002 年）で研究レベ

ルでの技術向上を、「農牧業政策アドバイザー」（2000～2006 年）、「複合農牧業経営モデル構

築支援プロジェクト」（2006～2009 年）及び「複合農牧業経営モデル普及システム強化プロジ

ェクト」（2010～2013 年）では、政策面と幅広い農牧業経営面で支援を行ってきている。本プ

ロジェクトでは、従来の協力で対象としていなかった獣医・畜産分野の人材育成をめざす。 
 
（4）他の援助機関の対応 

スイスは現在、確実で能率的な獣医サービスの提供、費用対効果の高い家畜疾病コントロ

ール、質の高い獣医教育の提供の 3 つの観点で、モンゴル国立農業大学を対象に 2012 年 12
月から 3 年間の協力を実施中である。本プロジェクトとは、獣医学教育の質の向上の部分で

類似性があるが、スイスの支援は日本の協力に含まれない英語力向上等教員の基礎的能力向

上を支援すること、また専門分野については教育科目を分担して支援することを計画してお

り、相互補完関係を構築する予定である。 
 

３．事業概要 

（1）事業目的 
本事業は、モンゴル国立農業大学において、獣医学部のカリキュラム改善、新カリキュラ

ムの実施体制整備、教員の指導能力強化及び社会人教育内容の改善を行うことにより、獣

医・畜産分野の人材育成能力の強化を図り、もって同分野の専門技術者3の能力の強化に寄与

するものである。 
 
（2）プロジェクトサイト/対象地域名 

全国〔主な協力は MSUA 獣医学部及び工業・農牧業省（Ministry of Industry and Agriculture：
MOIA）で実施予定〕 

 
（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

・直接受益者：モンゴル国立農業大学獣医学部の教員及び技官約 30 名、MOIA 農業普及セン

ター及び獣医繁殖庁（Implementing Agency for Veterinary and Animal Breeding：IAVAB）の

獣医畜産分野の担当職員約 10 名 
・間接受益者：モンゴル国立農業大学獣医学部の学生約 200 名/年、県やソムにおける獣医畜

                                                        
3 主として郡（ソム）に勤務する獣医師等技術者を指す。２．(1)参照。 
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産分野の普及技術者約 900 名、獣医畜産分野における民間の技術者約 600 名4。最終的には

約 34 万人といわれるモンゴル畜産農家への裨益をめざす。 
 

（4）事業スケジュール（協力期間） 
2014 年 4 月～2019 年 3 月を予定（計 60 カ月） 

 
（5）総事業費（日本側） 

約 4 億 5,000 万円 
 
（6）相手国側実施機関 

モンゴル国立農業大学獣医学部（学部教育の強化を担当） 
工業・農牧業省（MOIA）（プロジェクト全体統括及び社会人教育の強化を担当） 

 
（7）投入（インプット） 

1）日本側 
・専門家派遣 

長期：3 名 約 60 人/月（チーフアドバイザー/病理学、獣医学教育、業務調整） 
短期：家畜繁殖学、外科学、内科学、家畜伝染病学、家畜衛生学、寄生虫学、疫学、生

理学、解剖学・組織学、分子生物学等の指導分野を予定 約 25 人/月 
・研修員受入：長期・短期専門家の指導分野での研修を予定、年間数名程度 
・機材供与：教材作成用機材、視聴覚機器、書籍（教科書）、学生実習用機材等 

2）モンゴル側 
・プロジェクトディレクター：工業・農牧省戦略企画局長、プロジェクトマネジャー：モ

ンゴル国立農業大学学長、カウンターパート（C/P）：モンゴル国立農業大学獣医学部教

員 約 30 名 
・プロジェクト活動費（プロジェクト運営に必要な経常経費、消耗品等） 

 
（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 
①カテゴリ分類（A、B、C を記載）：C 
②カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4

月）に掲げる「影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域」に該当

せず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断される。 
2）ジェンダー平等推進・平和構築・貧困削減 

本プロジェクトにおいて特別な配慮が必要な事項は想定されていない。 
 
  

                                                        
4 ただし農牧業全体の数（出所：北東アジア経済データブック 2012、 

http://www.erina.or.jp/jp/Library/databook/pdf/12/2012databook.pdf） 
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（9）関連する援助活動 
1）わが国の援助活動 

地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）として、帯広畜産大学とモンゴル国立

農業大学獣医学研究所との共同研究「モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装

可能な診断法の開発プロジェクト」が実施予定である。本プロジェクトとは目的も内容も

異なるが、同じ獣医・畜産分野の事業であり、プロジェクト実施過程において相互に情報

交換を進め、将来的に双方の成果の相互活用などが図られれば、それぞれのプロジェクト

の枠組みを超えたインパクトの発現も期待される。 
2）他ドナー等の援助活動 

２．（4）に記載のとおり。 
 

４．協力の枠組み 

（1）協力概要 
1）上位目標：獣医・畜産分野の指導と普及を担う専門技術者5の能力が強化される。 
（指標）雇用者/職場上司の 80％が、モンゴル国立農業大学獣医学部卒業生や社会人研修

受講生の技術的能力に満足する。 
2）プロジェクト目標：モンゴル国立農業大学獣医学部及び工業・農牧省の教育と社会人研

修に係る能力が強化される。 
（指標） 

1．新入生に対する卒業生の割合が 10％上がる。 
2．学部教育水準に関する外部審査6の結果が満足のいくレベル7となる。 
3．プロジェクト最終年度における社会人教育コースの受講者が、プロジェクト開始

時に比べ 10％増える。 
3）成果 1：獣医学部の教育カリキュラムが改善される。 

成果 2：新教育カリキュラムにて教育を行うための獣医学部の体制が整備される。 
成果 3：獣医学部の教員の指導能力が強化される。 
成果 4：MSUA 獣医学部、国家農業普及センター（National Agriculture Extension Center：

NAEC）及び獣医繁殖庁（IAVAB）による社会人教育の内容が改善される。 
 

５．前提条件・外部条件 （リスク・コントロール） 

（1）前提条件 
MSUA 獣医学部の教員配置及び学生数が大幅に変動しない。 

（2）外部条件 
1）成果（アウトプット）達成のための外部条件 
・プロジェクト実施過程で能力強化の対象となる教員やテクニカルスタッフの大多数が、

プロジェクトのカウンターパートとして活動を継続する。 

                                                        
5 主として郡（ソム）に勤務する獣医師等技術者を指す。２．（1）参照。 
6 獣医学分野の教育・研究の質について、他大学や研究機関等のメンバーが行う審査。 
7 例えば国際獣疫事務局（OIE）の国際標準等を満たすレベル。 
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・大学獣医学部の講師派遣等実施機関以外の協力機関による協力が継続される。 
2）プロジェクト目標達成のための外部条件 
・プロジェクトで新しく策定されたカリキュラムが、教育・科学省（Ministry of Education and 

Science：MOES）によって認可される。 
3）上位目標達成のための外部条件 
・卒業生の専門技術者としての就職率が急激に低下しない。 
・講義・実習用の施設がモンゴル側によって建設される。 
    

６．評価結果 

本事業は、モンゴルの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
   

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

（1）類似案件の評価結果 
政府開発援助に関する外務省のモンゴル国別評価報告書（2008 年 3 月）では、「耕種農業

と牧畜を組み合わせた複合農牧については、工業・農牧省の政策にも沿っておりニーズは高

いが、日本が効果を出せる範囲を慎重に見極めていく必要がある」と提言されている。 
 
（2）本事業への教訓（活用） 

モンゴル側からは当初、農業と牧畜の両面での支援が要望されていたが、日本に優位性の

ある知見と人的リソースを踏まえ、計画策定段階において日本が効果を出せる範囲を慎重に

見極めた結果、協力スコープを獣医・畜産分野の大学学部教育を中心とした人材育成能力の

強化に絞り込んだ。 
 

８．今後の評価計画 

（1）今後の評価に用いる主な指標：４．（1）のとおり。 
（2）今後の評価計画：事業終了 3 年後 事後評価 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）は、人口約 286 万人（うち経済活動人口約 112 万人）、

1 人当たり GNI 3,673 米ドル（2012、世銀）、主要産業は鉱工業（GDP 比 21.7％）、農牧業（同 13％）

であるが、産業別労働人口比はそれぞれ 12.3％、33％であり農牧業の労働人口に占める割合が高

く、国土面積 156 万 km2（日本の約 4 倍）のうち永年採草・遊牧地が約 7 割を占め、農牧業が重

要な位置づけにある。なかでも牧畜民は約 35 万人で経済活動人口の約 3 割を超える。 
しかしながら、このような重要な産業を支える獣医師の質が低いことが大きな課題となってい

る。モンゴル政府は、国内 329 郡（ソム）すべてに獣医師と家畜繁殖等技術者を 3 名ずつ配置し

対策を講じてきたが、実際に現場に配置される獣医師や畜産技術者の技術レベルが低いことから

家畜繁殖や家畜疾病対策のニーズには十分に対応できていない。この原因の 1 つが、モンゴル国

内で獣医・畜産分野の人材育成の中心的役割を担うモンゴル国立農業大学（Mongolian State 
University of Agriculture：MSUA）獣医学部（School of Veterinary Medicine and Biotechnology：SVMB）

の能力不足である。同学部は、国際基準に満たない不十分な教育カリキュラム、教育・研究施設

の不足、教員の指導能力不足といった課題を抱えている。また、既に現場で活動している獣医・

畜産技術者（以下、「社会人」と記す）の能力強化も解決すべき課題となっている。 
このように、農牧業振興のための行政の実施体制や経営モデル・普及システムそのものは整

備・構築されつつあるものの、実際にこれら業務に従事する現場の農牧業人材の技術レベルは十

分ではなく、モンゴル工業・農牧業省（Ministry of Industry and Agriculture：MOIA）としては、

現場を中心とした農牧業人材の育成強化の必要性を強く認識している。そしてそのためには、農

牧業分野での人材育成に中心的な役割を担う MSUA/SVMB の果たすべき役割が大きいとされる。 
しかしながら、同学部は現在、国際基準に満たない不十分な教育カリキュラム、教育・研究施

設の不備、教員の指導能力不足といった課題を抱えており、カリキュラム改善・施設整備・教員

能力強化を含む総合的な教育能力の底上げが必要となっている。 
そこでモンゴル政府は、地方農牧業振興のための人材育成を目的とした「農牧業分野人材育成

プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）の技術協力を日本に要請した。 
 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 加藤 憲一 JICA 農村開発部畑作地帯課課長 

獣医 多田 融右 JICA 国際協力専門員 

畜産 梅村 孝司 北海道大学大学院名誉教授兼獣医学研究科特任教授 

評価分析 柏崎 佳人 A&M コンサルタント有限会社コンサルティング部 
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１－３ 調査日程 

現地調査は 2013 年 9 月 18 日から 10 月 2 日までの期間で実施された。 
調査日程の概要は、以下のとおりである。 

月日 曜 時間 加藤、多田、梅村 柏崎 

9/16 月 PM  移動（日本→モンゴル） 

9/17 火 14:00  スイス開発協力機構インタビュー 

16:00  JICA モンゴル事務所打合せ 

9/18 水 9:00  MSUA 獣医学部長インタビュー 

11:00  MSUA 獣医学研究所長インタビュー 

16:00  中央獣医ラボラトリー長インタビュー 

9/19 木 9:00  獣医繁殖庁（IAVAB）次長インタビュー 

11:00  トゥブ県獣医ラボラトリー視察 

15:00  トゥブ県エルデネソーム獣医繁殖ユニットイ

ンタビュー 

9/20 金   モンゴル獣医サービス 90 周年記念行事視察 

9/21 土   面談記録作成/資料整理 

9/22 日   資料整理 

9/23 月 AM  バヤンデルゲルソムインタビュー 

PM 移動（日本→モンゴル） エルデネソムインタビュー 

9/24 火 9:00 JICA モンゴル事務所打合せ（評価団員報告、調査方針及び留意点確認）

10:30 MOIA 協議 

14:00 民間獣医師会インタビュー 

16:00 国家農業普及センター（National Agriculture Extension Center：NAEC）面

談 

9/25 水 9:00 MSUA 学長表敬 

10:00 MSUA/SVMB との協議 

14:30 畜産研究所（RIAH）ヒアリング 

18:00 教育・科学省（MOES）インタビュー 

9/26 木 8:30 団内＋JICA モンゴル事務所打合せ（M/M 案作成） 

11:00 MSUA/SVMB 協議 

15:00 団内打合せ（M/M 案、R/D 案修正協議） 

9/27 金 10:00 MOIA M/M 案、R/D 案協議、懸案事項確認 

13:30 MSUA/SVMB 協議 

15:00 
 

モンゴル獣医師会（Mongolian Veterinary Medical Association：MVMA）面

談 

16:00 中央獣医ラボラトリー（State Central Veterinary Laboratory：SCVL）面談 

9/28 土  M/M 案作成、資料整理 

9/29 日  M/M 案作成、資料整理 
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9/30 月 10:00 アロガラントソム獣医繁殖ユニット及びインタビュー 

15:00 M/M、R/D 案最終版作成、調査時報告書作成 

10/1 火 9:00 団内＋JICA モンゴル事務所打合せ（M/M 最終版作成、調査結果取りまとめ）

12:30 スイス開発協力機構との協議 

14:30 JICA モンゴル事務所報告 

16:00 在モンゴル日本大使館報告 

10/2 水 AM 移動（モンゴル→日本） 

 
１－４ 主要面談者 

付属資料 5．のとおり。 
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第２章 協力プロジェクトの概要 
 
２－１ プロジェクト実施の背景 

２－１－１ 当該国の概況及び経済状況 
モンゴルは、156 万 km2（日本の約 4 倍）の国土を有し、ロシア、中国に囲まれた内陸国で

ある。人口は、約 286 万人、人口密度は 1km2 当たり 1.75 人と世界最小となっている。年平均

気温は約 0 度、1 年の半分は冬で、年平均降水量は 251mm（日本は約 1,700mm、世界平均は約

810mm）、主要産業は鉱工業（GDP 比 21.7％）、農牧業（同 13％）、それぞれの産業別労働人口

比は 12.3％、33％である。 
農牧業セクターでは伝統的に牧畜が主要な位置づけにある。モンゴルは、寒冷で乾燥した気

候から、永年採草・遊牧地が国土の 73.6％を占め、季節ごとに放牧地と住居を移動する遊牧方

式が基本となっている。家畜の飼育頭数は、1930 年ころから 60 年間、2,300 万頭程度で推移し

ていたが、1990 年以降の市場経済化に伴い、第 2 次産業の失業者等の余剰労働力が農牧業分野

に従事することとなったことから、1999 年には約 3,400 万頭、2009 年には約 4,400 万頭まで増

加し、全体として過放牧が問題となっている。一方、国営農場解体とともに多くの獣医師が所

属先をなくし、転職等を余儀なくされたことも、牧畜業の脆弱化を深刻なものとした。獣医師

不足により家畜疾病が増加し、2000～2002 年にかけて発生した雪害（ゾド）の際には、モンゴ

ルの全家畜の約 20％に相当する約 800 万頭が失われた。家畜頭数は 2004 年ころから再び増加

傾向に転じたが、牧畜業は、依然として気象条件に大きく左右される脆弱性を内包しており、

2009～2010 年の冬にも、ゾドの影響で、約 1,030 万頭の家畜が死亡している。 
これに対して、モンゴル政府は 2009 年から「農牧民に対する国家政策」を実施している。

同政策は、牧畜農家に対する支援策として、①牧畜農家向けの雇用創出、及び社会福祉の改善、

②畜産技術普及、③牧畜経営の組織化の推進、④伝統的な放牧経営の改善、⑤生活環境の向上、

⑥牧畜業のリスクの分散を掲げている。また、モンゴル政府は、家畜の健康保護、質の向上、

リスクの予防により牧畜業を強固な産業として育成させ、その競争力を高めるため、2010 年 5
月に「モンゴル家畜プログラム」を国会採択し、今後 10 年間にわたり国家予算の一定額を同

プログラムに配分することを決定し、牧畜業関連の法整備、人材育成、家畜感染症対策等に取

り組むこととなった。また、国内全 329 ソム（郡）において、畜産技術・繁殖・記録担当官、

家畜衛生・食糧安全保障担当官、放牧地・協同組合・中小企業・サービス業・農業担当官が配

置され、地方における農牧業行政の実施体制の整備を進めてきた。 
 

２－１－２ 獣医・畜産分野の現状と課題 
モンゴル農牧業セクターは、近年小麦やジャガイモの自給を達成し、ウランバートルから北

部の主要都市周辺の耕作適地では、施設農業による都市向けの野菜栽培も急速に増加している。

また、生産量、地域ともに限られてはいるものの主要都市の周辺では都市市場向けの小規模の

酪農や養豚、養鶏も増加しており、ブタの飼育頭数は 2001 年の 1 万 4,773 頭から約 2 倍の 3 万

397 頭、養鶏は 2001 年の 5 万 4,000 羽から 2011 年には 59 万 7,000 羽に増加している。一方で

国土のほとんどの地域では伝統的にモンゴル 5 畜とも呼ばれるウシ、ヤギ、ヒツジ、ウマ、ラ

クダなどの家畜の粗放的な牧畜が主要な位置づけにある。特にカシミヤに代表される獣毛や皮

革は重要な輸出産業であり、乳肉はモンゴル国民にとっての重要な基本的食料源となっている。
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FAOSTAT（FAO 統計データベース）によると 2011 年の家畜飼育頭数は、ウシ 233 万 9,700 頭、

ヤギ 1,593 万 4,562 頭、ヒツジ 1,566 万 8,530 頭、ウマ 211 万 2,927 頭、ラクダ 28 万 62 頭とな

っており、ヤギとヒツジで 3,000 万頭以上が飼育されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：FAOSTAT 

図－１ 家畜飼育頭数 2001～2011 

 
モンゴルでは、家畜・畜産物について大きな輸出ポテンシャルが期待されており、カシミア

をはじめとする獣毛、皮革は主要な輸出産物となっている。乳及び乳製品は地方部では生産量

は需要を満たしており、中部から北部にかけての都市周辺地位域では集約的な酪農も増加して

きているが、大消費地のウランバートルの急速な人口増加や、国内輸送インフラの未整備など

により、現在ウランバートルで消費される乳及び乳製品の半分以上は主としてロシアからの輸

入になっている。肉については、計画経済の時代に年間 2～4 万 t 程度を主に旧ソ連邦に輸出し

ていた。しかし、1990 年代以降肉の輸出は低迷しており、FAOSTAT によると 2011 年の肉の輸

出は主としてペットフード用としての馬肉が約 9,000t、牛肉は 100t にとどまっている。モンゴ

ルには国際基準にも適合する食肉処理加工施設が整備されており、ロシアへの輸出肉の処理に

はロシアからの食肉検査官が派遣されている。しかし、近年の口蹄疫の繰り返しの発生は牛肉

や羊肉の輸出の大きな制約要因となっている。 
モンゴルは、寒冷で乾燥した気候から、永年採草・遊牧地が国土の 73.6％を占め、季節ごと

に放牧地と住居を移動する遊牧方式が基本となっている。家畜の飼育頭数は、1930 年ころから

60 年間、2,300 万頭程度で推移していたが、1990 年以降の市場経済化に伴い、第 2 次産業の失

業者等の余剰労働力が農牧業分野に従事することとなったことや、折からのカシミヤブームと

も呼ばれるヤギの飼育頭数の急激な増加などから、1999 年には約 3,400 万頭、2009 年には約

4,400 万頭まで増加し、全体として過放牧が問題となっている。実際にモンゴル全土の自然草

地の 70％以上が劣化しているといわれている。2000～2002 年にかけて発生した雪害（ゾド）

の際には、モンゴルの全家畜の約 20％に相当する約 800 万頭が失われた。家畜頭数は 2004 年

ころから再び増加傾向に転じたが、牧畜業は、依然として気象条件に大きく左右される脆弱性

を内包しており、2009～2010 年の冬にも、ゾドの影響で、約 1,030 万頭の家畜が死亡している。

ゾド被害拡大の要因としては、草地の牧養力を超える家畜頭数の増加、牧草地管理の不足、飼
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料備蓄の欠如、牧草地井戸の崩壊、経験不足の牧民の参入などが挙げられている。 
集団生産体制のネグデル（農牧業協同組合）の解体とともに、それまで無料であった獣医サ

ービスは一部を除き民営化された。主要なワクチンは政府により無料で提供されており、ワク

チン接種手数料は民間獣医師の重要な収入源となっている。しかし、診断・治療の有料化や獣

医師の現場診療技術の訓練不足などは獣医サービスの質と量の全般的な低下をもたらし、口蹄

疫やブルセラ病などの家畜疾病も増加し、牧畜業の脆弱化を深刻なものとした。 
 

２－１－３ モンゴル国立農業大学獣医学部（MSUA/SVMB）の概要及び現状と課題 
（1）概要 

MSUA/SVMB は 1942 年に国立モンゴル大学獣医学部 Zoo-Veterinary Faculty として誕生

し、最初の卒業生を 1946 年に輩出した。1958 年に国立モンゴル大学から 3 専門領域（獣

医学 Veterinary、畜産学 Zoo technic 及び農学 Agronomy）が農学研究所（Institute of Agriculture）
として独立し、1993 年に同研究所は「農業大学」を経て現在の MSUA になった。この間

にいくつかの学部及び研究所が追加され、1982 年には獣医学研究所（Research Institute of 
Veterinary Medicine）が新設された。現在、同大学は 8 学部、4 研究所を擁する大学に成長

しており、モンゴル国立 5 大学の一角を占めている。 
 

（2）現状 
MSUA/SVMB は 5 大講座（感染症学・薬理学、形態学・生理学、外科学・産科学、衛生

学、微生物学・ウイルス学）から成っており、常勤教員数は 32 名、サポーティングスタ

ッフは 5 名である。SVMB は 5 年制で、1 学年当たりの学生数は学年によって大きく異な

るが、150～300 名の範囲内である。講座長 Chairman 及び教授の多くは 50 歳以上で、その

ほとんどが旧ソ連圏の大学で学位を取得している。彼らが学んだ旧ソ連圏の獣医学は、寄

生虫学を除き、世界水準から当時既に遅れていたうえに、モンゴルでは旧ソ連の伝統を引

き継いで大学の教育スタッフと研究スタッフを分離し、研究分野にのみ海外支援を受け入

れてきたため、これら教員の教育力レベルは極めて低い状態に置かれている。さらに、モ

ンゴルは 1990 年に社会主義圏から離れて民主化し、ロシアからの経済支援が途絶えたた

め、それ以後の 12 年間、重篤な経済不況に陥り、大学を含む教育機関は麻痺状態にあっ

た。したがって、この間に高等教育を受けた 40 歳代の、現在最も活躍しているはずの大

学教員が少ないという状況が SVMB においてもみられる。 
モンゴル経済は 2002 年から急回復し、2011 年からは毎年 10％を超える GDP 成長率を

記録しており、この数値は世界でも 1、2 を争う高い水準にある。これに伴って大学進学

率も上昇し、SVMB 進学希望者が増えているため、教員の増員と施設の拡充が計画されて

いる。 
 

（3）課題 
1）教員の質 

50 歳以上の教員は研究をほとんど行っておらず、30 年ほど前に旧ソ連圏の大学で勉

学した内容を、その当時の教科書あるいは講義ノートを使って教えている。教員の半数

以上を占める 40 歳以下の教員の学位取得率は低く、意欲はあるものの、教育研究力を



 

－7－ 

身につける手立てがない状態に置かれている。 
現在、SVMB では教員数が増員されつつあるが、教員の質的向上はモンゴル独力では

達成困難であり、諸外国の支援が必要である。具体的には、50 歳以上の教員を短期海外

派遣して現代の獣医学の教育研究内容を体験させ、勉学意欲を高めること、40 歳以下の

教員及び大学院生を海外派遣して学位を取得させたうえで学部教育にあたらせること

が必要である。 
 

2）教育施設 
SVMB には 70～80 名収容可能な講義室が 2 つあるが、1 学年当たりの学生数が 300

名近くに増えているため、教員は同じ講義を数回繰り返している。実習室に至っては、

20～30 名程度収容可能な実習室が数カ所あるが、前記の学生数を到底収容できないため、

同じ実習を 10 回近く行っており、教員の教育負担は極めて重い。加えて、実習教育用

設備・教材・消耗品費の不足が深刻で、獣医学のごく基本的な実習教育も困難な状況に

ある。 
教育施設の拡充は MSUA 及びモンゴル教育・科学省（Ministry of Education and 

Science：MOES）の努力を待つほかはないが、講義に必要な英語の教科書、実習教育に

必要な器具・機材（顕微鏡、インキュベーター、安全キャビネットなど）を確保できれ

ば、獣医学の知識と卒業後直ちに必要な実技の教育は可能である。 
 

3）学生のレベル 
モンゴル国立 5 大学中、MSUA に入学してくる学生のレベルは最低であり、志願者の

70％前後を入学させている SVMB もその例外ではない。これにはいくつかの理由がある

が、主なものは、獣医師になれば地方に派遣され、首都ウランバートルに住めないこと、

5 年制でありながら、獣医師の給与は一般公務員レベルであること、SVMB の教育レベ

ルが低いことを学生たちも気づいていることなどである。最も重要なことは、SVMB の

卒業生の知識と技術レベルが低いため、社会の彼らに対する評価も低く、感染症の蔓延

防止、食の安全の担保、環境汚染の防止などが重要な社会問題となっているにもかかわ

らず、獣医学の重要性がモンゴル社会でいまだ認知されていないことである。 
モンゴルでは 50 歳以上の年代の多くはロシア語を解するが、若者の間では英語熱が

高い。しかし、モンゴルで英語を使って専門教育を行っている大学はない。MSUA では

2 年前から教員と学生を対象とした英語教育を強化しているが、まだ緒に就いたばかり

である。今後、国際レベルの獣医学を英語で教育する本プロジェクトを継続できれば、

SVMB への進学希望者は飛躍的に増加し、卒業生、獣医師及び獣医学に対する社会の認

識も、他のアジア諸国と同様に、大きく改善されるであろう。 
 

２－１－４ 獣医・畜産分野における社会人教育（再教育）の現状と課題 
モンゴルにおいては、計画経済下の集団農場体制の下で無償で提供されていた獣医サービス

や技術サービスに代わって、1990 年代以降、獣医サービスの民営化や新たな普及システム体制

への模索と再構築が図られてきた。 
獣医サービスの民営化にあたっては、牧民の側に有料の獣医診療に対しての認識や需要が低
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く、また獣医師側も獣医診療サービスを有料で提供するだけの技術的な能力に欠けることから、

多くの獣医師にとって民間の開業獣医師として営業を継続することが困難になった。このため、

獣医師の多くは、過去のネグデル時代からの担当牧民を顧客として引継いだり、政府が牧民に

無償で提供しているワクチン接種や消毒事業の受託手数料を主要な収入源としている。 
2000 年代前半には、GTZ が支援する獣医サービス民営化支援プロジェクトにより、民営化

に対応できる獣医師の技術レベルを保つため、初回 3 年目、その後は 5 年ごとの獣医師免許更

新時研修を義務づける制度が作られた。この制度においては、モンゴル獣医師会（MVMA）が

獣医繁殖庁（IAVAB）から受託し、中央獣医ラボラトリー（SCVL）、バイオコンビナート、獣

医学研究所（Institute of Veterinary Medicine：IVM）などの関係機関の協力を得る形で更新時研

修を実施し、現在 MVMA の重要な活動の 1 つとなっている。研修内容は、①ラボでの疾病診

断、②家畜診療所経営のマネジメント法、③動物用医薬品に係る取り扱い、選択、調達法等で

あり、その内容によって講師や機関を決めている。おおよそ年に 20 回程度開催しており、年

に 1,000～1,500 名定度が参加している（50～70 名/回）。1 つのテーマについて 1 週間程度の研

修となっており、5 日間/週×8 時間/日＝40 時間で 3 単位が与えられる。地方政府の獣医職員に

対しては、工業・農牧業省（MOIA）傘下の SCVL が MSUA/IVM と連携して県の診断ラボ職員

に対する研修を随時行っている。 
国内全 329 ソム（郡）において、畜産技術・繁殖・記録担当官、家畜衛生・食糧安全保障担

当官、放牧地・協同組合・中小企業・サービス業・農業担当官が配置され、地方における農牧

業行政・普及サービスの実施体制の整備を進めてきた。これによって 330 ソムに 3 名ずつ農牧

技術者（普及技術者）を配置し、うち 2 名は畜産分野の技術者であり、全体で 660 名が配置さ

れた。しかしながら、急激に人数を増やしたため、技術的知見が十分ではない者も配置するこ

ととなり、専門技術能力の面で問題も生じ、これら技術者の能力向上が急務となっている。 
JICA はこれまで、2006 年 6 月から 2009 年 12 月にかけて「複合農牧業経営モデル構築支援

プロジェクト」を実施し（3 県 8 ソム対象）、さらには、2010 年 3 月から 2013 年 3 月にかけて

「複合農牧業経営モデル普及システム強化プロジェクト」を実施することで（6県 14ソム対象）、

モンゴルにおける「複合農牧業経営モデル」の構築と普及に貢献してきた。 
このように、農牧業振興のための行政の実施体制や経営モデル・普及システムそのものは整

備・構築されつつあるものの、実際にこれら業務に従事する現場の農牧業人材の技術レベルは

まだ十分ではなく、MOIA としては、現場を中心とした農牧業人材の育成強化の必要性を強く

認識している。 
これまで、上記の JICA プロジェクトの協力も得て、国家農業普及センター（National 

Agriculture Extension Center：NAEC）が普及技術者研修を実施してきている。NAEC では獣医

分野の研修は獣医師会や NGO が実施しているのであまり手をつけていない。NAEC の研修は、

基本的に県からの要請を受けて、その要請内容によって大学の教員や畜産研究所のスタッフに

講師の依頼をしている。研修予算は、各県について毎年 1～2 回開催できる程度であり、肉用

ヒツジ/ヤギ、乳用ヤギについての要望が多く寄せられている。NAEC には獣医師が 1 名と、繁

殖担当が 1 名いるが、専門分野については外部の専門機関に依頼して実施している。人工授精

分野（Artificial Insemination：AI）では MSUA の生物資源管理学部との連携がある。MSUA の

畜産研究所とは集約的な畜産経営、養豚、養鶏、飼料に係る研修などで、連携している。MSUA
には、2008 年から技術イノベーション技術センターが設立されており、大学からの講師派遣な
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ど大学による技術移転サービスの窓口となっている。 
 

２－１－５ 獣医・畜産分野のモンゴル開発政策と本プロジェクトの位置づけ 
モンゴル政府は 2009 年から「農牧民に対する国家政策」を実施している。同政策は、牧畜

農家に対する支援策として、①牧畜農家向けの雇用創出、及び社会福祉の改善、②畜産技術普

及、③牧畜経営の組織化の推進、④伝統的な放牧経営の改善、⑤生活環境の向上、⑥牧畜業の

リスクの分散を掲げている。また、モンゴル政府は、家畜の健康保護、質の向上、リスクの予

防により牧畜業を強固な産業として育成させ、その競争力を高めるため、2010 年 5 月に「モン

ゴル家畜プログラム」を国会採択し、今後 10 年間にわたり国家予算の一定額を同プログラム

に配分することを決定し、牧畜業関連の法整備、人材育成、家畜感染症対策等に取り組むこと

となった。 
 

２－１－６ 獣医・畜産分野に対するわが国及び JICA の援助方針と実績 
2012 年 4 月に公表された「対モンゴル国別援助方針」では、重点開発課題 3 分野の 1 つとし

て、「産業構造の多角化を見据えた中小・零細企業を中心とする雇用創出」が挙げられている。

当該分野では、最大の雇用吸収先である農牧業部門における日本の対応方針として「持続可能

な農牧業経営の普及等を通じ、農牧民の収入機会の確保及び生計向上を支援する。近年モンゴ

ルの社会・経済へのマイナス影響が大きい越境性家畜疾病に関する対策強化に資する支援も継

続する。」としており、農牧業経営支援プログラムの 1 つのコンポーネントとして本プロジェ

クトを位置づけている。 
 

２－１－７ 他の援助機関の対応 
（1）スイス開発協力機構（Swiss Agency for Development and Cooperation：SDC） 

モンゴルにおいて家畜衛生プロジェクトを実施中である。協力期間は 2012 年 12 月より

3 年間、予算総額は 590 万スイス・フラン（約 6 億 3,000 万円）の予定。SDC 側から提供

されたプロジェクトの概要、これまでの進捗状況、及び JICA プロジェクトとの関係性等

に係る情報は以下のとおりである。 
1）プロジェクトの要約 

プロジェクト目標：モンゴルにおける家畜衛生システムの改善に貢献し、より効率的

なシステム運用を図る。 
Outcome 1：政策と立法 
「モンゴルにおいて、十分に教育された人材が OIE（国際獣疫事務局）基準を満たす

確実で能率的な獣医サービスを提供する。」 
Outcome 2：費用効果の高い家畜疾病コントロール 
「モンゴル政府が、ブルセラ病及び口蹄疫をコントロールするために必要な技術と手

段を備える。」 
Outcome 3：質の高い教育 
「質の高い獣医教育が、最新のカリキュラムを基に、優秀な男性・女性教員によって

実施される。」 
スイスは 2000 年に獣医教育のカリキュラムを変更した経験をもっており、その教
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訓を Outcome 3 に活用している。その内容は JICA プロジェクトの成果 1〜3 と類似し

ているが、実際のアプローチ方法としては、以下の 3 点が大きく異なる。 
①コミュニケーションやマネジメント技術などについてもスキル・アップを支援する。 
②民間の語学学校を活用し、教員に対して英語のトレーニングを実施する。学生につ

いては、おそらく全体の 2～3％程度しか英語による講義は理解できていないと思わ

れるが、直接の英語教育は行わない。 
③供与機材についてはベーシックなものにする。 

10 月中に残り 2 年間にどのような活動をするか決める予定である。 
2）新カリキュラムの策定状況 

2013 年 5 月にワークショップを開催し、新カリキュラムのドラフトを作成した。6 月

から 8 月にかけては大学が休みであるため、ワークショップ以降作業は進んでいない。

このカリキュラムは現段階での最良案であるが、新カリキュラムはあくまでも教育・科

学省（MOES）の承認を受けなければならないので大学側が望むものであるべきであり、

SDC 側が押しつけるものではない。理想的には、このカリキュラムに含んでいる科目す

べてについて、講義と実習もしくは実験を組み合わせることが必要であるが、現状では

それには無理がある。しかしながらできるだけ多くの科目について実習ないしは実験と

組み合わせることができるようにする。 
施設については、SDC が建設することは無理なので（以前 JICA にも打診はあったが、

SDC 同様に不可能と回答している）、新校舎のデザイン案を作成して渡してある。それ

を承認のうえ、建設費用を拠出するのは MOES となるが、いずれにしろまだ先の話であ

る。しかしながら、施設を新しくしなければ、カリキュラムを新しくしたところで、そ

の効果は最大限に発揮されないだろう。大学院のカリキュラム改善に手をつけることは

考えていない。 
3）JICA との援助協調 

JICA プロジェクトの成果 1 は SDC の Outcome 3 と同じような内容である。それだけ

ではなく、成果 2 及び 3 についても、その活動は今後 SDC が予定している活動内容と

類似している。しかしながら、SDC 単独ですべてができるとは考えていないので、そう

いった意味からも JICA との連携を密にして取り組んでいこうと考えている。互いに十

分な意思疎通を図り役割分担をはっきりさせれば、より効率的に SVMB の改革が進むだ

ろう。例えば、日本は微生物分野を、そしてスイスは疫学分野を担当するというように

振り分ける等の調整をすることによって、調和のとれた協力ができるはずである。また

JICA の協力枠組みがはっきりし、役割分担を明確にできれば、SDC 側への予算要求を

より説得力をもって行えると考える。 
4）教育内容の外部審査 

ヨーロッパでは獣医学教育の平準化を図るために、第三者機関である「質の高い獣医

教育を確立するためのヨーロッパ委員会」EAEVE“European Association of Establishments 
for Veterinary Education”による外部審査を既に 20 年近く実施してきている。彼らは EU
外においても同様の審査を実施しており、2012 年 10 月には SDC によるプロジェクト開

始時点での状態を見てもらった（報告書あり）。それゆえプロジェクトの終了時にもう

一度審査を依頼する予定である。おおよそ 1 回の審査にかかる費用は 3,000 米ドル程度
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である。そういったサービスのほかに、必要書類を提出して実施する Self Evaluation 
Report というサービスも利用できる。実際、SVMB は 2012 年にその評価を実施してい

る（報告書あり）。 
 

（2）アジア開発銀行（ADB） 
ADB は高等教育改革というプログラム（技術協力）を実施しており、モンゴルでは 3

分野を選択することになっているため、そのなかの 1 つに獣医分野を入れてもらいたいと

大学側が働きかけているところである。 
ただし、獣医学部に対する協力は、JICA がメインプレイヤーであると認識しており、

SDC と ADB による協力は、JICA のそれを補完する援助としてとらえている。というのも、

JICA の援助は基本計画に沿った形で実施され、途中で大幅な変更はできない（悪くいえば

柔軟性がない）が、SDC や ADB についてはより柔軟性があり調整がしやすいためである。 
 
２－２ プロジェクトの内容 

（1）調査総括 
モンゴル農牧分野の課題である現場技術者の能力向上のためには、解決すべき多くの課題

があるが、一度にすべてを解決するのは困難である。本プロジェクトでは技術レベルそのも

のに焦点を当て、まずは現場に人材を輩出する大学獣医学部の教育レベルを向上させること

によって、新規技術者の技術レベルアップを図るとともに、プロジェクトを通じて強化され

る大学獣医学部の教育能力を生かし、主に既存の再教育（獣医・畜産分野の社会人教育）シ

ステムを活用しながら、既に現場で働く獣医師や技術者のレベルアップを図ることを支援す

る。 
したがって、プロジェクトの支援の主な対象は MSUA/SVMB ではあるものの、大学獣医

学部の教育能力強化で終わることなく、MOIA 関係機関と連携して、現場の獣医・畜産技術

者が抱える問題解決のために協力の成果を活用できるようになることが最終的な目的であ

る。 
本プロジェクトは関係機関が多く、各所で「自らの機関が日本からどんな支援が得られる

のか」という期待が示されることが多かったが、調査団からはモンゴルの問題は将来的には

モンゴルの各機関が力を合わせて解決していくこと、そのためには既に技術力や知見をもつ

モンゴル側機関はむしろ支援者として本プロジェクトにかかわっていただきたいことを説

明した。これらの考え方については、今次調査で面談した方々には一定の理解は得られたと

理解しているが、当初理念を失わずに協力プロジェクトを進めるためには今後も繰り返し先

方に説明し続ける必要がある。 
また、今次調査においては、特に MOIA から、モンゴル畜産業の発展のために自らが本プ

ロジェクトを実施していく、という強い意思が示された。これは、1990 年代から継続的に行

われてきた農牧業分野の開発調査、アドバイザー派遣、複合農牧業普及プロジェクトなどの

高い評価に基づき、更なる日本の協力への強い期待があるものと考えられる。現在の想定で

は、プロジェクト 3 年目以降、MOIA が主体となって実施する獣医畜産分野の社会人教育へ

の支援を始める予定であるが、MOIA の主体性を尊重しモチベーションを維持させるために

は、プロジェクト前半から社会人教育（普及）に関する何らかの活動を、主に NAEC を通じ
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て MOIA とともに、目に見える形で取り入れていく必要がある。 
 
（2）主な合意・確認・懸案事項 

1）プロジェクトの枠組み・内容：別紙プロジェクト概要（PDM）参照 
2）案件名称の変更 
（変更案）獣医・畜産分野人材育成能力強化プロジェクト 

Project for Strengthening the Capacity for Human Resource Development in the Field of 
Veterinary and Animal Husbandry 

（原要請）農牧業分野人材育成プロジェクト 
Project for Human Resource Development of Agriculture Sector 

3）複数の実施機関、関係機関との連携調整、実施体制（付属資料 6．プロジェクト実施体

制図参照） 
本プロジェクトは、要請元である MOIA、MSUA/SVMB の 2 機関に加えて、MOIA 傘下

の国家農業普及センター（NAEC）、中央獣医ラボラトリー（SCVL）、大学獣医学研究所（IVM）

他複数の機関と、技術的及び実務的な協力関係を保ちながらプロジェクトを実施する必要

があることで、モンゴル側と認識を同じくした。 
4）MSUA/SVMB 施設拡充の必要性 

プロジェクトの実施にあたっては、特に MSUA の教育施設整備が立ち遅れていることが

最も懸念され、モンゴル側も同様の認識であることが確認された。現在の SVMB の施設は、

20～30 名の学生数を想定した規模とみられるが、現状では 1 学年 200～300 名という大量

の学生を受け入れており、学生数に対して施設規模が圧倒的に不足している。国として獣

医師増産をめざすなか学生数削減は困難であり、施設の大幅な拡充が必要である。MSUA
はスイス SDC の支援を得て、新教育・診療棟を設計しているが、予算獲得には至ってい

ない。プロジェクトのめざす世界基準の実習教育を実現するために、今後モンゴル政府及

び大学当局に粘り強く訴え続ける必要があるが、施設拡充の必要性に説得力をもたせるた

めにも、プロジェクト活動を通じてできるだけ早期に具体的成果と課題を示していくこと

が求められる。 
5）スイス（SDC）援助との関係 

現在スイスは、MSUA/SVMB のカリキュラム改善のほか、施設建設設計なども含め組織

強化を支援している。本プロジェクト実施にあたっては、モンゴル側からスイスと日本が

それぞれを補完する形での協力実施について要望があり、JICA プロジェクトでは今後継続

的にスイス支援によるカリキュラム改善の進捗・成果に関する情報を得ながら協力を進め

ることにより、相互に補完関係を構築していく。 
 

２－２－１ プロジェクトの基本計画 
（1）モンゴルでの事業計画 

1）長期専門家派遣とプロジェクトオフィスの設置 
・2014 年 3 月あるいは 4 月に長期専門家 1 名（チーフアドバイザー）と調整員を SVMB

に派遣し、SVMB にプロジェクトオフィスを設置する。 
・日本語、モンゴル語及び英語が堪能で、かつ獣医学の専門講義が可能なナショナルス
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タッフ 2 名（うち 1 名は獣医学部の教授相当、1 名は講師相当）を現地雇用し、モン

ゴル側との連絡調整及び講義・実習を担当する。 
・プロジェクト 3 年目からは、後述の社会人教育強化のため、長期派遣専門家 1 名を追

加する。 
2）新カリキュラムの策定 

OIE の定める獣医学教育のコアカリキュラム指針に基づく新カリキュラム案が SDC
から SVMB に既に提示されており、同様に、日本の獣医学教育におけるコアカリキュラ

ムとシラバスも北海道大学から SVMB に既に提示されている。本プロジェクト開始にあ

たって、SDC との間で両国の役割分担を協議し、両国が分担する教育科目と供与資材に

ついて合意形成する。この協議には SCVL及び IVMの責任者も参加し、両研究所のSVMB
教育支援の詳細に関する基本指針を協議する。次いで、日本が分担する科目の責任者（主

として北海道大学獣医学部及び人獣共通感染症リサーチセンター教員）を決定し、SVMB
に短期派遣し、SVMB 側の担当者と各科目の教育内容、分担、講義実習の実施時期及び

必要資材について協議する。その結果をプロジェクトオフィスで集計・調整し、Technical 
Committee（TC）及び Joint Coordinating Committee（JCC）の協議を経て、MOES に提出

し、新カリキュラムを確定する。 
3）日本からの短期派遣専門家による教育支援 

上記の新カリキュラムと SDC、SCVL 及び IVM との協議結果に従い、2014 年度から

日本人短期専門家の派遣を開始する。派遣人数は年間約 10 名、派遣期間は 1～3 週間と

する。教育はすべて英語で行い、講義の教科書の選択は各短期派遣専門家に任せるが、

自身で作成したハンドアウトあるいは 1 冊 1 万円前後の英語の教科書を用いることを原

則とする。実習については、実習室の整備（モンゴル側が行う）が終了すればすべての

教育科目について実施するが、それまでは、SVMB 教員と協議のうえ、可能なものから

順次実施する。特に、4 及び 5 年生には、卒業後直ちに役に立つ知識と技術、例えば感

染症診断技術、AI 技術、大動物臨床技術を重点教育し、プロジェクトの実施効果がモン

ゴル側にできるだけ早く実感できるよう配慮する。 
チーフアドバイザーとナショナルスタッフはおのおのの専門分野の専門科目の講義

及び実習を通年で担当する。 
4）社会人教育 

社会人教育は NAEC が実施する社会人教育コースと SVMB が実施する卒後教育を通

して実施し、本プロジェクトはその両方に対する支援を行う。具体的には、各々の教育

コースへの講師派遣と機材供与を行い、モンゴルにおける社会人獣医師の卒後あるいは

リカレント教育を側面支援する。当面は講義主体とせざるを得ないが、SVMB の実習施

設及び設備が整い次第、実習を中心とした社会人教育に切り替える。 
 

（2）日本での事業計画 
1）MSUA 教員の短期研修受入れ 

毎年度 3～4 名の SVMB 教員を北海道大学に短期招へい（1～2 カ月）し、おのおのの

専門分野研究室において教育と研究の現状を体験させる。人選は SVMB において行うが、

TC 及び JCC の承認を経て派遣する。本短期研修の目的は、これまでほとんど国際基準
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の教育研究に触れる機会のなかった教員にそれを体験させ、教育の質の改善と研究の重

要性を理解してもらうこと、及び本プロジェクト実施への理解と協力を促すことである。

なお、短期研修先は原則として北海道大学の研究室とするが、本人の希望と専門分野に

よっては日本の他獣医科大学で短期研修することもある。 
2）長期研修の受入れ 

北海道大学大学院獣医学研究科では、現在、研究科の判断によって毎年 9 名の国費外

国人留学生を採用することが文部科学省及び日本学術振興会から許されており、毎年少

なくとも 1 名のモンゴル人学生を採用している。本プロジェクト開始後、獣医学研究科

がモンゴル枠を拡充する必要性と合理性を認めれば、SVMB から毎年受け入れる学生数

を増やすことは可能である。しかし、派遣学生の選考にあたっては以下の条件を設定す

る。 
①年齢が 35 歳以下で、学部の成績がトップ 5％以内にあること。 
②学位取得後は SVMB の教員として採用されるという SVMB 及び本人の誓約。 
③モンゴル側の推薦者を日本側が試験（英語のペーパーテストと面接）して最終決定す

る。 
上記の文部科学省経費を用いた長期研修のほか、本プロジェクト独自の長期研修を実

施する。つまり、上記①～③のプロセスを経て選考された学生を北海道大学大学院獣医

学研究科に社会人入学させ、必要に応じて来日させるものの、主としてモンゴルにおい

て日本の指導教員の研究指導を受けながら学習及び研究を行い、博士の学位を取得させ

る。 
 

２－２－２ 相手国関係機関（責任機関・実施機関・協力機関）とその関係 
（付属資料 6. プロジェクト実施体制図を参照のこと） 

（1）責任機関 
1）工業・農牧業省（MOIA） 

社会人教育に係るコンポーネント（成果４）の中心的実施機関である IAVAB 及び

NAEC の上部組織であり、本プロジェクトにおける責任機関となる。 
2）教育・科学省（MOES） 

MSUA を統轄する機関であり、本プロジェクトの主要な実施機関である SVMB 及び

協力機関である IVM の責任機関となる。カリキュラムの承認や臨床ラボ建設の予算を

拠出するのは MOES であることから、プロジェクトと省との関係は成果１～３を達成す

るために非常に重要と考えられる。 
 

（2）実施機関 
1）モンゴル国立農業大学（MSUA） 

現在大学には 9 つの学部と 4 つの研究所があり、職員は約 700 名で、そのうちの 40％
以上が PhD をもっている。学生は大学院と学部を合わせて約 1 万人であり、今後は研究

を主体とした教育を実施し、その研究成果を現場へ普及するような教育体制をめざして

いる。そのための法整備も進めているところである。加えて、「共に教え、共に研究す

る」という体制づくりをする目的で、分野ごとに教授チームを創設させた。このチーム
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には研究所のスタッフも含まれるので、必然的に教育にもかかわってくることになる。 
モンゴル国民の 48％が農牧業に従事しており、獣医畜産分野は優先度が高い。本学で

学んでいる学生も、そのほとんどが地方出身者であり、経済的に貧しい。それゆえ大学

側は状況に応じて学費を決めており、予算を十分に確保できない状況にある。 
通常、新学期は 10 月 1 日スタートであるが、2013 年度は新入生に限り 9 月 1 日スタ

ートとし、1 カ月間英語とコンピューターを集中的に講義している。教員の英語教育も、

民間の語学学校と連携して進めているところである。大学には社会人を再教育するシス

テムがないので、このプロジェクトはそのモデルケースとなり得る。 
2）モンゴル国立農業大学獣医学部（MSUA/SVMB） 

本プロジェクトの中心的な実施機関であり、プロジェクトが実施するすべての活動に

かかわる。現在の大学教員・技官の内訳については以下のとおりである。 
 

研究科 
教員 

技官 
教員内訳 

総数 PhD 有 教授 準教授 助手 新人 
形態学・生理学 8 6 1 1 3 4 0 
内科・薬理学 6 3 1 0 3 3 0 
外科・繁殖学 5 3 1 1 2 1 1 
獣医衛生学 7 4 1 0 3 1 3 
微生物学・ウイルス学 6 4 1 1 1 2 2 

合計 32 20 5 3 12 11 6 
 

現時点における学部の状況について、その要点を以下に記す。 
a）SDC の協力により作成した新カリキュラム案について 

現在 SDC と作成したカリキュラムの内容について各方面からの意見を聞いている

ところであり、海外の大学からも資料を取り寄せている。タイムラインとして、2013
年中には骨組みを完成させ、2014 年からはテーマごとにその内容を検討していく予定。

2014 年の 9 月に入学する学生から新カリキュラムでの教育を開始し、他の学年につい

ては部分的に導入していくことになる。 
MOES での新カリキュラム承認は、2014 年 3 月ころまでに下りると見込んでいる。

というのも、新カリキュラムを作成しているという話を事務次官の耳に入れており、

加えて、大学では 15 年に 1 度カリキュラムの改訂をしているので、大学の政策調整

課から MOES へ働きかけをすることができるためである。 
内容的には合計 150 単位（これは現在と同じ）であり、MOES の標準では全体の 30％

と規定している基礎科目の割合を減らし、専門科目を増やす。現場からの声を汲み上

げる形で、現場の獣医師が知っておかなければならない内容を盛り込んでいきたい

（そのために現場の獣医師を対象とした調査を実施している）。また実習等の割合を

増やし、かつ 1 年生から専門科目を入れて心の準備をさせるようにする。 
カリキュラムの改訂により、①論理中心である現行カリキュラムの中身が大幅に改

善される、②若い教官の育成につながる、③環境（インフラ）整備ができる、という

利点があると考えられる。 
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b）学生について 
MOES として学生数の上限がある（250 名/学年）ので、2013 年はその程度の入学を

予定しているが、全員が獣医師として働くわけではなく、例えばバイオ関連分野に就

職する学生や、途中でドロップアウトする学生もいる。3 年時に試験があり、進級で

きるかどうかが決まる。ここで辞める学生は準学士を授与され、獣医助手となる（全

国 2 カ所に短大があり、その卒業生も獣医助手の資格を取得できる）。 
全国に民間の診療所が約 800 カ所ある。また各ソムに家畜ユニットがあり、それは

全国で 330 カ所に及ぶ。現在現場で働いている獣医師の 70％が 45 歳以上であり、今

後獣医師に対する需要は膨らむと予想される。社会主義時代の 70 年間で、獣医師は

4,000 人しか生み出されていない。 
3）国家農業普及センター（NAEC） 

JICA は、2006 年 6 月から 2009 年 12 月にかけて「複合農牧業経営モデル構築支援プ

ロジェクト」を実施し（3 県 8 ソム対象）、さらには、2010 年 3 月から 2013 年 3 月にか

けて「複合農牧業経営モデル普及システム強化プロジェクト」を実施することで（6 県

14 ソム対象）、モンゴルにおける「複合農牧業経営モデル」の構築と普及に貢献してき

た。その実施機関となったのが NAEC であり、いわば JICA が創設にかかわった部門と

いえる。農牧業全般に係る普及事業を主催しており、牧畜分野においては特に繁殖関連

の研修を実施している。本プロジェクトにおいては、特に成果 4 に係る活動を中心とす

る実施機関となる。 
a）業務内容 

予算が以前の 5 倍に増え、機能拡大をするため、現在センター内改革の最中である。

機能拡張の内容としては、食料や軽・重工業等の分野へも業務拡大を図っていくこと、

また総合的なアグロパークでの野菜栽培や酪農等を実施し、その貯蔵法や搾乳法等に

ついて試験・研究などを行っていくというものであり、その結果を普及に役立ててい

く予定である。獣医・繁殖分野には 20 億トゥグルグ（約 1 億 3,000 万円）の予算が配

分されている。 
NAEC では、社会人の能力アップに取り組んでいる。当該分野では、民間の獣医ユ

ニット（民間診療所）を対象にした能力強化を進めてきた。今後はソムの獣医繁殖ユ

ニット内の 2 名（獣医担当、繁殖担当）も能力強化していかなければいけないと考え

ている。その理由としては、ワクチネーションでカバーしているのが全体の 6～7 割

のみであり、具体的にそれに対する説明がないこと、またワクチンを民間診療所の獣

医師が正しく接種しているのかどうか、その確認ができていないこと等である。 
2013 年 9 月の獣医サービス開始 90 周年記念行事に際して、大統領から「毎年、ワ

クチン接種のためにワクチン代として 50 億トゥグルグ（約 3 億 1,000 万円）、作業の

ための人件費として 68 億トゥグルグ（約 4 億 3,000 万円）を出費しているが、それで

も口蹄疫、炭疽、狂犬病等の感染症が発生しているのはなぜか」という内容のレター

が届いた。 
b）JICA プロジェクトについて 

今後民間の繁殖ユニットを立ち上げる予定であるので、そこで働く獣医師について

もプロジェクトで実施する社会人コースの対象に入れてもらいたい。当該ユニットの
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業務内容としては①育種改良のための種の選定、②生産性を上げるため人工授精（AI）
を実施する、③畜産農家に対するアドバイス、の 3 点が想定される。情報やデータは

IAVAB で入手できる。 
c）社会人教育の実施方法について 

全国からウランバートルに呼んで研修を実施する予定である。つまり、研修を実施

するためには機材が必要である。だから基本的にウランバートルで実施せざるを得な

いということになる。出前研修も可能だと思うが、課題に応じる形で組むのがいいだ

ろう。 
中部地域には EUや SDC のプロジェクトが入り、状況はかなり良くなってきている。

しかしながら、南部・西部地域はまだまだ遅れている。2013 年 5 月に西部で口蹄疫が

発生した際、初期診断が間違っていたために、感染が拡大してしまったという苦い経

験がある。 
これまでプロジェクトは中部と北部を中心に実施されてきた。残りの県については、

それほど強化されてきたわけではない。これまでの問題点としては①研修を受けた人

が、習得した技術を他の人に移転しない、②プロジェクトで供与された機材の修理が

できない（EU や ADB のプロジェクト）、③診断キットがなくなると、それを補充で

きない等である。 
d）SVMB や IAVAB との連携について 

AI分野で MSUAの生物資源管理学部との連携はあるが、獣医分野での連携はない。

というのは、もともと獣医分野の研修は IAVAB や獣医師会が実施しているため、あま

り手をつけていないからである。NAEC には獣医師が 1 名と、繁殖担当が 1 名しかい

ないため、専門分野については外部の専門機関に依頼して実施している。 
一方、畜産研究所（RIAH）との連携は実施しており、集約的な畜産経営や、養豚、

養鶏、飼料に係る研修等を組んでいる。基本的に県からの要請を NAEC が受けて、そ

の内容によって大学の教員や RIAH のスタッフに講師の依頼をしている。そのような

研修予算は、各県について毎年 1～2 回開催できる程度である。肉用ヒツジ/ヤギ、乳

用ヤギに係る研修の要望が多い。 
4）獣医繁殖庁（IAVAB） 

IAVAB は MOIA の一機関であり、国内におけるすべての獣医繁殖関係機関を統括して

いる。また、5 年ごとの獣医師免許更新時に受講が義務づけられている社会人研修の実

施機関である。以下にその役割と免許更新研修の状況について要約する。 
a）IAVAB の役割 

当庁の役割としては、公的・民間を問わず全国に 1,200 程度ある、獣医・繁殖関係

機関の技術面を管轄すること。また獣医師免許の発行機関でもある。獣医師免許発行

のための議会があり、当庁副庁官がその議長になっている。 
b）研修の状況 

獣医師に義務づけられている免許更新時の研修を、モンゴル獣医師会とともに実施

している。NAEC の研修に参画することもあるが、獣医師会との再トレーニングコー

スが主体である。 
トレーニングコースでのカリキュラムは、①ラボでの疾病診断、②家畜診療所経営
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のマネジメント法、③動物用医薬品に係る取り扱い、選択、調達法等であり、その内

容によって指導者・機関を決めている（そのなかに SVMB も含まれる）。おおよそ年

に 20 回程度開催しており、年に 1,000～1,500 名程度が参加する（50～70 名/回）。1
つのテーマについて約 1 週間の研修となっており、5 日間/週×8 時間/日=40 時間で 3
単位を与える。複数の異なるカリキュラムがあり、そのなかから選ぶという方式では

なく、毎回カリキュラムの内容は主催者側で決めている。ウランバートルのみで実施

するのではなく、地方でも開催しているため、地域性を考慮してカリキュラムの中身

や講義の内容などを決めている。 
当庁では職員が不足しているため、研修専門の担当部所はない。所員が兼任として

担当しており、おおよそ本来の業務が 70％、研修業務が 30％という割合で仕事をし

ている。 
 
（3）協力機関 

1）獣医学研究所（IVM） 
当研究所は、1997 年 7 月から 2002 年 6 月にかけて実施された「家畜感染症診断技術

改善計画」の実施機関である。SVMB と同様に MSUA の一機関であるが、学部教育に

はほとんどかかわっていない。以下にその組織及び大学との関係についてまとめた。 
a）IVM の組織及びスタッフについて 

研究室は全部で 11 ある。その内訳は、1.感染症・免疫学、2.ウイルス学、3.分子遺

伝学、4.病理形態・組織学、5.寄生虫学（蠕虫）、6.クモ昆虫・原虫学、7.食品安全・

衛生学、8.薬理・毒性学、9.生理・若齢動物病理学、10.代謝・生化学、11.繁殖病理・

内分泌学。このほかに動物医薬品を試験的に生産するプラント施設と、プロバイオテ

ィクス（腸内有益菌）に係る研究と生産を行うセンターを有する。 
スタッフは総計 97 名。そのうちの 38 名が PhD をもち（在学中が 3 名）、6～7 名が

日本で取得している。在学中の者も含めて 12 名が修士号取得者である。新卒者は毎

年数名ずつ入所しており（年によって異なるが）、2013 年は 4 名（うち、農大獣医卒

が 3 名で、残りの 1 名はモンゴル大学で遺伝子関係を学んだ学生）が採用された。 
b）大学との関係 

大学院レベルでの関係が主体である。大学の下部組織であるが予算的には別であり、

当研究所には政府から直接に予算が配分されている。大学院の学生は、選んだテーマ

によって研究を行う場所を選ぶ形となっており、研究を IVM で実施すると決めた学

生について、研究所で指導を行っている。学位は大学から授与されるものであるから、

当研究所が独自に授与するものではない。 
学部レベルでの講義にかかわっている IVM のスタッフは、おそらく 1 名か 2 名程

度である。それもパートタイム的な形であり、1 つの科目を担当するというようなこ

とはない。近々大学では、分野ごとに教授チームを発足させるという話があり、その

ような規約が既に制定されているという。そうなると SVMB でもカリキュラムに沿っ

て教授チームスタッフを選ぶことになり、IVM の研究員がそのなかに入る（任命され

る）可能性はある。その場合は、当然学部教育にもかかわることとなる。 
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2）中央獣医ラボラトリー（SCVL） 
SCVL は IAVAB が所管する組織であり、疾病発生時にその診断を行い、行政的な対策

決定にかかわる検査研究機関である。特に口蹄疫など、重要家畜感染症の国内における

リファレンス・ラボとして機能している。加えて、各県診断ラボの技術的なアドバイザ

ーとなっており、診断に係る研修なども実施している。IAVAB とモンゴル獣医師会の共

同で実施している獣医師免許更新研修でも、重要な役割を果たしている。以下にその概

要を記す。 
a）SCVL の組織、役割 

職員数は約 50 名（基礎調査報告書では 54 名）で、うち 10％が 50 歳以上、20％が

35～50 歳、残り 70％が 35 歳以下である（定年は女性 50 歳、男性 55 歳で、他機関よ

りも早い）。PhD を取得しているスタッフは、3～4 名にすぎない。 
主要業務は診断であり、すべての疾病について実施している。4 つの部に分かれて

おり、高感染性疾病、人獣共通感染症、食品衛生・安全性に係る疾病、非感染性疾病

を扱っている（前出報告書では、順に 1. 特別感染症部、2. 細菌性感染症部、3. 輸入

食品検査部、4. 環境要因調査部との記載あり）。 
県や民間の家畜衛生スタッフに対して研修や実習なども実施している。各県のラボ

には 4 名のスタッフがおり、彼らのほかにも民間のラボ職員、屠場検査員、食肉加工

工場検査員などを対象とする。獣医師会と連携して実施する場合と、政府からの指示

により実施する場合がある。前者の場合は獣医師会がカリキュラムを決め有料参加と

なり、後者の場合は SCVL が内容を決め無料で実施している。 
b）大学と SCVL の関係 

大学教職員スタッフとは、研究や調査を通しての連携はあるものの、特に盛んとい

うわけではない。基本的にはここの SCVL スタッフの業務は診断であり、それがすべ

てにおいて優先されるが、プロジェクトに対する協力は行う。重要な感染症を扱うと

いう仕事の性質上、当ラボラトリーを学生実習の場とすることはできないが、サンプ

ルが入った時などに、アシスタントとして数名の学生を受け入れることは可能である。 
 

２－２－３ プロジェクトの運営管理・モニタリング・評価体制 
プロジェクトの日常的な活動の運営・管理については、専門家チーム及びモンゴル側実施機

関との共同で行うこととなるが、その他に合同調整委員会（JCC）及び技術委員会（TC）を設

立することとする。前者は組織間強調の促進を目的とし、年間活動計画の承認、活動進捗状況

の確認、プロジェクトのモニタリング及び評価、実施期間中に生じた重要課題に係る意見交換

を行う。JCC は少なくとも年 1 回、もしくは必要に応じて開催する。 
後者の技術委員会は、プロジェクトの技術的、実務的な問題を議論する場であり、問題に係る

意見を交換し、JCC に対して技術的な角度から助言を行う。基本的に 3 カ月ごと、もしくは必要

に応じて開催し、議論の結果について JCC 委員に報告する。両委員会のメンバーを以下に示す。 
 

（1）合同調整委員会（JCC） 
議長：MOIA 戦略計画政策局長 
委員：モンゴル側 
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MSUA 獣医学部学部長 
MOES 戦略計画政策局長 
MOES 戦略計画政策局長 
MOIA 獣医繁殖庁主任獣医官 
MOIA 国家農業普及センター代表 
MOIA 国家中央獣医ラボラトリー代表 
MSUA 獣医学研究所代表 
経済開発省日本担当官 
日本側 
JICA モンゴル事務所所長 
JICA プロジェクト専門家 
JICA が承認する他の関係者 

 
（2）技術委員会（TC） 

議長：MSUA 獣医学部学部長 
委員：モンゴル側 

MOIA 戦略計画局獣医担当官 
MOES カリキュラム担当官 
MOIA 獣医繁殖庁主任獣医官 
MOIA 国家農業普及センター代表 
MOIA 国家中央獣医ラボラトリー代表 
MSUA 獣医学研究所代表 
MSUA 獣医学部教員 

・カリキュラム・マネジャー 
・研究部長 
・研究科（5 科）科長 

モンゴル獣医師会代表 
日本側 
JICA プロジェクト専門家 
JICA が承認する他の関係者 

 
２－２－４ プロジェクト実施上の留意点 
（1）獣医分野の調査結果・実施上の留意点 

MSUA/SVMB は、これまでに KOICA や EU の一部機材供与など断片的な支援は受けて

いるものの、総合的かつ系統的な支援は受けてきていない。さらに、教育施設・機材、教

官・職員数及びその教授能力は、獣医学教育及び獣医師養成のための十分な教育を行える

状況には全くない。一方で、類似した技術分野を扱う MSUA/IVM や MOIA SCVL は、過

去の JICAプロジェクトによる支援などもあり、その技術レベルは相当に高くなっている。

このようなモンゴル国内の関係機関との間にみられる大きな技術格差の状況から、SVMB
の本プロジェクトに対する期待は極めて大きい。 
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本プロジェクトにおいては、当該分野の人材育成の根幹を担う役割をもちながら、大幅

に立ち遅れている SVMB の教育能力の向上を図るため、過去の協力の成果、特に NAEC、

MSUA/IVM における技術能力及びシステムを積極的に活用しながら進めることが肝要と

なるだろう。 
NAEC は、家畜プログラムにより配置された普及員研修や普及員による農牧民への技術

普及を積極的に行っている。NAEC の研修コースでは、農業大学の Technology Transfer 
Center を通じるなどして、農業大学の職員が多く講師を務めている。しかし、SVMB から

の NAEC 研修への講師派遣の例はこれまでにないとのことである。これは、SVMB の技術

能力についての評価の低さを物語るとともに、SVMB の学生数の増加による教官の負担増

加や、高等教育機関としての大学に求められる学部教育以外の研究や普及活動などを通じ

ての社会的貢献に対する教官の意識の低さを物語っているものと思われる。 
本プロジェクトの中心課題であり急務である教官の教育能力の向上と育成については、

プロジェクトの投入として教官の本邦研修、JICA 専門家による技術支援に加えて、本邦国

内支援機関による博士課程留学も検討され、一部については既に開始されている。これら

日本側の教官育成に資する投入要素を有効に組み合わせた協力の実施が望まれる。また

SVMB 側にも、効果的・効率的な将来にわたる教官育成計画の作成と遂行を求めていくこ

とも必要となる。 
本プロジェクトにおいては、SVMB の学部教育能力向上だけでなく、NAEC などが実施

する獣医畜産分野の研修・普及活動の更なる充実に向けての支援にも配慮することが求め

られる。中長期的には、SVMB の技術能力の向上による既存の普及活動・主として普及員

に対する研修への積極的な参加と貢献が期待される。一方で、MOIA の本プロジェクト実

施に対する積極的な協力姿勢に応えるためにも、NAEC に対してのプロジェクトによる直

接的支援を考慮する必要があるだろう。具体的には、NAEC における研修用機材の支援、

SVMB の教材開発と並行した研修用教材の開発、短期専門家による一部の既存研修への講

師派遣などの活動が考えられるだろう。 
 

（2）畜産分野の調査結果・実施上の留意点 
急激に発展しているモンゴルにおいて、家畜の生産性向上、感染症の制圧、食の安全性

の担保、家畜・伴侶動物の診療技術の向上、環境・野生動物の保全は喫緊の課題となって

きており、これらの課題に立ち向かう獣医師のレベルアップと大学における獣医学教育の

充実は極めて重要である。しかし、現在の MSUA/SVMB における教育は、教員/学生人数

比、教育機材・施設及び教育内容は他のアジア諸国に比しても大きく立ち遅れている。こ

の意味で、MSUA 及び MOIA の本プロジェクトに対する期待が極めて大きいことは本調査

で痛感された。 
モンゴルにおける大学教育体制は、70 年間にわたる旧ソ連実質支配の影響で、研究と教

育が分離されており、ソ連邦崩壊後の西側諸国の支援は研究支援に偏り、学部教育のレベ

ルアップは放置されてきた。このため、50 歳以上の教育スタッフは旧ソ連邦で学位取得あ

るいは勉学した経験をもつものの、現代の獣医学からは 50 年ほども遅れた獣医学を教授

しており、多くの学生もそのことに気づいている。 
本プロジェクトで、①日本人専門家が世界基準の獣医学を教え、②MSUA の現教員の一
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部が日本の獣医系大学で短期研修し現代の獣医学の教育と研究を学び、③将来大学教員と

なることが期待される優秀な学生を（JICA 以外の本邦国内支援機関のリソースも活用し）

日本で学位取得させることができれば、MSUA/SVMB 獣医学部の教育・研究は飛躍的に向

上するであろう。更にその成果はモンゴルにおける家畜の生産性向上、食の安全の担保、

環境汚染の防止、人獣共通感染症の制圧等の諸課題をモンゴル人獣医師自身の手によって

達成する大きな原動力になるであろう。 
 

（3）事業実施事務上の留意点 
MOIA との協議において、計画戦略局長から「日本からの専門家派遣は全体予算のどれ

ぐらいの割合になるのか。モンゴル政府の政策・予算策定方針として、通常外国からプロ

ジェクトを受け入れる場合は投入総額の 6 割を施設建設・機材購入などのハード面に、4
割を人材育成・研修などソフト面に使用することになっている。一方、今回のプロジェク

トはカリキュラム改善や研修が主体となり、日本から専門家人材の派遣が多くなる点は理

解しており、必ずしもプロエジェクト予算の 6 割が施設建設等ハード面に支出されないこ

とはやむを得ない面もあるが、説明したようなモンゴルの予算政策があること、モンゴル

政府内でこれを説明する MOIA の立場もあることを日本側には理解してほしい」との意見

があった。 
JICA として、技術協力事業の詳細予算内訳を先方に明示することは一般的ではなく、モ

ンゴル事務所においても従来技術協力事業の詳細予算内訳をモンゴル側に明示すること

はないとのことであったため、現段階で本プロジェクトの JICA 側予算内訳を先方に明示

するものではない。 
本項目では、先方意見が示されたことを事実関係として記録するものである。 
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第３章 評価結果 
 
３－１ 5 項目評価 

３－１－１ 妥当性 
この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

（1）政策面 
モンゴル政府は 2009 年から「農牧民に対する国家政策」を実施している。同政策は、

牧畜農家に対する支援策として、①牧畜農家向けの雇用創出、及び社会福祉の改善、②畜

産技術普及、③牧畜経営の組織化の推進、④伝統的な放牧経営の改善、⑤生活環境の向上、

⑥牧畜業のリスクの分散を掲げている。また、モンゴル政府は、家畜の健康保護、質の向

上、リスクの予防により牧畜業を強固な産業として育成させ、その競争力を高めるため、

2010 年 5 月に「モンゴル家畜プログラム」を国会採択し、今後 10 年間にわたり国家予算

の一定額を同プログラムに配分することを決定し、牧畜業関連の法整備、人材育成、家畜

感染症対策等に取り組むこととなった。また、国内全 329 ソム（郡）において、畜産技術・

繁殖・記録担当官（繁殖）、家畜衛生・食糧安全保障担当官（獣医）、放牧地・協同組合・

中小企業・サービス業・農業担当官（農業）の 3 名から成る獣医繁殖ユニットが配置され、

地方における農牧業行政の実施体制の整備を進めてきた。 
一方、わが国援助政策については、2012 年 4 月に公表された「対モンゴル国別援助方針」

では、重点開発課題 3 分野の 1 つとして、「産業構造の多角化を見据えた中小・零細企業

を中心とする雇用創出」が挙げられている。当該分野では、最大の雇用吸収先である農牧

業部門における日本の対応方針として「持続可能な農牧業経営の普及等を通じ、農牧民の

収入機会の確保及び生計向上を支援する。近年モンゴルの社会・経済へのマイナス影響が

大きい越境性家畜疾病に関する対策強化に資する支援も継続する。」としており、農牧業

経営支援プログラムの 1 つのコンポーネントとして本プロジェクトを位置づけている。 
 

（2）ニーズ面 
モンゴルにおける農牧業の GDP 比は 13％であるが、労働人口比では 33％となっている。

また、当該分野における収入の 80％は畜産業によるものであり、牧畜従事者 80 万人の生

計を支えている。家畜数は近年急速に増える傾向にあり、2012 年における総家畜数は 4,000
万頭に上る。その畜産業が抱える問題点は、①家畜の低生産性、②低品質な畜産物、③不

十分な家畜衛生サービス、④牧野の悪化、⑤不安定な家畜価格、⑥市場へのアクセスの悪

さであり、当該セクター全体における競争力の低下を招いている。これら問題点のうち、

①～④に獣医師がかかわっており、国内において唯一その教育を担っているのが SVMB で

ある。 
そのような状況の下、民間の家畜診療所は全国に約 800 カ所運営されている。また上記

のとおり、各ソムには公的な獣医繁殖ユニットがあり、それは全国で 330 カ所に及んでい

る（獣医担当官は獣医師が務めるが、繁殖担当官にも獣医師を採用している）。それに加

え、今後民間の繁殖センターを設立することが決まっており、その数は民間家畜診療所と

同数程度と予想される。更に近年では食肉加工会社や動物用医薬品会社など、民間企業に

就職する新卒獣医師も増えている。現在、現場で働いている獣医師の 70％が 45 歳以上で



 

－24－ 

あるという現状をかんがみると、今後 SVMB を卒業する獣医師に対する需要は大きく膨ら

むと予想される。 
 

３－１－２ 有効性 
本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込める。 

・プロジェクト目標である農業大学獣医学教育の強化のためには、カリキュラムの改善、体制

整備、指導力強化、社会人教育改善という 4 つを総合的に実施する必要がある。現在、獣医

学教育の中心を担う MSUA/SVMB は、不十分な教育内容、脆弱な実施体制、教員の能力不

足から、質の高い獣医学教育を提供できていない。それゆえ、教育のギャップを埋めるため

の社会人教育の改善を加えた 4 つのコンポーネントによる活動を実施することにより、プロ

ジェクト目標の達成は十分に可能であると考えられる。 
・プロジェクト目標達成の外部条件は「新しく策定されたカリキュラムが、MOES によって認

可される。」であるが、MOES は 2014 年内には新カリキュラムを承認するであろうと見込ん

でいる。というのも、新カリキュラムを策定しているという話を大学側から MOES 事務次官

の耳に入れており、加えて、大学では 15 年に 1 度カリキュラムの改訂をしているので、大

学の政策調整課から MOES へ働きかけをすることができるためである。加えて、もう 1 つの

外部条件である「獣医学部の教育システムが、プロジェクトの活動方針と対立する方向に大

きく変化しない。」についても、SVMB 自体が教育内容の改善に積極的であることから、こ

れらの外部条件が満たされる可能性は高いといえる。 
 

３－１－３ 効率性 
本プロジェクトは以下の理由から効率的なプロジェクト実施が見込める。 

・わが国は、MSUA/IVM において 5 年間、NAEC において通算 6 年間にわたり技術協力を実施

してきており、既に当該分野において優秀な人材が育っている。本プロジェクトは、そうい

った人材の協力を得て実施する計画内容となっており、効率的なプロジェクト実施が見込め

る。 
・SVMB における教育能力改善については、既にスイスの援助機関である SDC が協力を進め

ており、両機関の役割分担を明確にさせることによって、より効率的に SVMB の改革が進む

と考えられる。例えば、日本は微生物分野を、スイスは疫学分野を担当するというように振

り分けるといった調整をすることによって、援助協調による相乗効果が期待できる。 
・SVMB と同様に、社会人教育コンポーネント（成果４）の実施機関である IAVAB 及び NAEC

は、いずれも既に長年にわたり社会人研修を実施してきており、多くの経験を積んでいる。

そういった実績をベースとしてプロジェクトによる研修内容の充実を図ることにより、質の

高い社会人教育コースを効率的に提供できるようになると考えられる。 
 
３－１－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 
・妥当性でも示したとおり、獣医分野におけるニーズは非常に高く、優秀な獣医師を育成し質

の高い社会人教育を実施することで、上位目標「獣医・畜産分野の指導と普及を担う専門技

術者の能力が強化される」は達成が見込まれる。そして長期的には、牧畜民の収入増加によ
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る生活向上や、畜産物輸出の増大といった正の波及効果も期待できる。 
・本プロジェクトにおいては、施設や機材の制限から社会人教育コースを基本的にウランバー

トルで実施することを想定している。しかしながらその場合、遠隔地において働く獣医・畜

産関係者には十分に裨益せず、卒後教育を受けられる関係者との格差が拡大する懸念がある。

それゆえプロジェクト活動による負の効果を避けるため、アクセスの悪い地域で働く人材に

対する配慮が求められる。 
 

３－１－５ 持続性 
以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続

されるものと見込まれる。 
（1）政策面 

2010 年 5 月に国会採択された「モンゴル家畜プログラム」は、今後 10 年間にわたり国

家予算の一定額を同プログラムに配分することを決定しており、牧畜業関連の法整備、人

材育成、家畜感染症対策等がプロジェクト終了後も継続されるものと見込まれる。 
 

（2）財政面 
新カリキュラムについては、大きな問題はなくスムーズに承認されると考えられるが、

新カリキュラムの実施に伴うハード面、人材面の拡充にあたり、必要とされる予算措置が

まだまだ不透明である。SVMB における現在の教員配置数や施設は、1 学年あたりせいぜ

い 20～30 名程度の学生を教育する規模であり、200 名/年を超える現在の学生数では質の

高い教育、特に実習教育を実施することは困難である。 
一方、NAEC については、今年度の予算が 5 倍に増加しており、予算面における懸念材

料は少ないと予想される。また社会人教育コース運営面についても、通算 6 年間に及ぶ

JICA プロジェクトを通して培ったノウハウを有しており、問題はないと考えられる。 
 

（3）技術面 
本プロジェクトでは、若手教員を中心とした教育能力向上を図る予定であり、国内支援

機関である北海道大学獣医学部は、毎年 1～2 名の若手教員を博士課程に招く計画を立て

ている。以上のとおり、若手教員の能力強化を進めることにより、技術面での継続性は確

保できると期待される。 
 
３－２ 5 項目評価の結論 

上述のとおり、妥当性は政策面からもニーズ面からも確保されている。また、プロジェクト目

標を達成するために十分な成果が計画されており、かつ外部条件が満たされる可能性が高いこと

から、有効性は高いと見込まれる。効率性についても、過去に実施された JICA プロジェクトの

リソースを活用する点、他援助機関との協力による相乗効果が見込める点、実施機関のこれまで

の実績をベースとしている点から高いと見込まれる。インパクトとしては、プロジェクト活動の

継続によって上位目標の発現が見込まれ、更に貧困削減といった正の波及効果も期待できる。持

続性については、財政面で MOES の予算措置に不透明さが残るものの、政策面、技術面で大きな

不安材料は見当たらない。 
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以上の視点から評価した結果、本プロジェクトの実施は適切と判断される。 
 
３－３ 貧困・環境・ジェンダー等への配慮 

【貧困】 
過放牧によりゾドの被害を拡大させ、貧困層を広げないための指導を現場で働く人材が行

えるよう、SVMB における教育や社会人教育のなかに、その有効な対策法等を組み込む必要

がある。また、遠隔地において働く獣医・畜産関係者にはプロジェクトの成果が十分に裨益

せず、卒後教育を受けられる関係者との格差が拡大する懸念があるため、アクセスの悪い地

域で働く人材に対する配慮が求められる。 
【環境】 

上述のとおり、過放牧による環境破壊を招かないような対策について、SVMB 学生や社会

人に対する教育の中で十分に配慮を行う。 
【ジェンダー】 

SVMB 教員の 6 割、そして学生の 7 割が女性であることから、ジェンダーに対する負のイ

ンパクトは特に予想されない。 
 
３－４ 過去の類似案件の教訓と本プロジェクトへの活用 

本プロジェクトにおいては、当該分野の人材育成を担う役割をもちながら、大幅に立ち遅れて

いる SVMB の教育能力の向上を図るため、過去の協力の成果、特に NAEC、IVM における技術

能力及びシステムを積極的に活用しながら進めることが肝要となる。 
加えて、SVMB の学部教育能力向上だけでなく、NAEC などが実施する獣医畜産分野の研修・

普及活動の更なる充実に向けての支援にも配慮することが求められる。中長期的には、SVMB の

技術能力の向上による既存の普及活動、主として普及員に対する研修への積極的な参加と貢献が

期待される。一方で、MOIA の本プロジェクト実施に対する積極的な協力姿勢に応えるためにも、

NAEC に対してのプロジェクトによる直接的支援を考慮する必要がある。具体的には、NAEC に

おける研修用機材の支援、SVMB の教材開発と並行した研修用教材の開発、短期専門家による一

部の既存研修への講師派遣といった活動が考えられるだろう。 
本プロジェクトで、①日本人専門家が世界基準の獣医学を教え、②農業大学の現教員の一部が

日本の獣医系大学で短期研修し現代の獣医学の教育と研究を学び、③将来大学教員となることが

期待される優秀な学生を（JICA 以外の本邦国内支援機関のリソースも活用し）日本で学位取得さ

せることができれば、MSUA/SVMB の教育・研究は飛躍的に向上するであろう。更にその成果は

モンゴルにおける家畜の生産性向上、食の安全の担保、環境汚染の防止、人獣共通感染症の制圧

等の諸課題をモンゴル人獣医師自身の手によって達成する大きな原動力になると見込まれる。 
 
３－５ 技術的観点からの評価 

本プロジェクトでは、中長期的には、（プロジェクトの成果として）根本的な人材の基となる

MSUA/SVMB の学部教育能力の強化が極めて重要である。学部教育の強化においては、基本的に

は学部教育の 1 年目からの教育の充実と積み重ねが必要だが、一方で、短期的に即戦力となる社

会人技術者の能力向上も強く求められている。この点で、2014 年にも卒業する 5 年生の即戦力と

しての能力向上を同時並行で進めることが予定されている。さらに、これまでの JICA による協
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力の成果、特に NAEC、MSUA/IVM 及び獣医技術分野の現地国内研修などの実績を生かしつつ、

獣医畜産分野の社会人技術者の人材育成能力の強化を併せてめざす内容になっている。 
このように、これまでの協力成果を生かしつつ、獣医畜技術分野の短期的、中長期的な人材育

成ニーズに応える計画内容になっており、その妥当性及び有効性は高いものと期待される。なお、

当該分野の人材育成のためには、実習教育の充実が極めて重要である。しかしながら、現在の

MSUA の施設設備は求められる教育内容に対して、極めて貧弱といわざるを得ない。本プロジェ

クトの効果を高めるためには、実習教育のための施設面での拡充が強く求められる。 
 



付 属 資 料 

 

１．詳細計画策定調査ミニッツ（Minutes of Meeting：M/M） 
 
２．討議議事録（Record of Discussions：R/D） 
 
３．プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM） 
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